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（県が講ずる具体的施策） 

 生産年齢人口・労働力人口が減少する中、まずは、国民各層から選ばれる職業・職場
とすることが必要です。このため、県としては、認知症サポーターやボランティア体
験等を通じて、生徒の成長段階ごとに介護・福祉に接する機会を積極的に設けるとと
もに、介護福祉士等修学資金貸付の拡充や潜在的有資格者の掘り起こしを行い、新規
人材の参入を促進します。また、戦略的広報・戦略的 PR を行い、職員の処遇と社会
的評価の向上のための県民意識の醸成を図っていきます。さらに、福祉人材センター
のマッチング機能を強化します。 

 
 
(1)認知症サポーター・キッズサポーターの養成とボランティアの推進《一部新規》 
 2014(平成 26)年度末に 6 万人の認知症サポーター養成を目標に掲げ、その目標達成に

向けて、認知症サポーター養成講座（キッズサポーター養成講座）を行います。認知
症への理解をきっかけとして、介護・福祉現場への理解を促進します。【再掲】 

 
 福祉系高校等の教育現場と十分な連携を図るため、福祉人材センターにおいて、就職

問題連絡協議会（大学、専門学校、高校の就職担当者、福祉施設代表者、ハローワー
ク等で構成）を開催し、関係者間で意見交換や情報共有等を図るとともに、要望に応
じて福祉系高校への出前講座を実施します。また、介護福祉士養成施設における深刻
な定員割れの状況を踏まえ、進路指導の強化を図っていきます。 

 
 子どもを含む地域の全ての住民を対象にした地域福祉教育推進事業において、介護・

福祉職場におけるボランティア活動や職場体験等を盛り込むなど、三重県社会福祉協
議会との協働でボランティア活動の推進を図ります。 

 
 全国では、一部の自治体で「介護支援ボランティア制度」が始まっています。この制

度は、ボランティア活動を評価し、評価ポイントを付与するとともに、当該評価ポイ
ントを換金し、介護保険料の負担軽減等に役立ててもらおうとするものです。この制
度を通じて、元気な高齢者を増加させ、住民参加に関する認識を高めることを目的と
しています。県としては、制度普及に向け、先進的取組を行う自治体からのヒアリン
グや研修会を行ったところですが、今後とも、制度の活用を検討している市町を支援
していきます(図 3-3-5)。 
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（県が講ずる具体的施策） 

 意欲の高い介護職員に、成長の機会を確保し、人財の定着を図ることが必要です。こ
のため、県としては、研修内容の見直し・充実を図ることで、職員が参加したくなる
研修であり、かつ、事業所も職員を参加させたくなる研修としていきます。 

 
 
(1)三重県社会福祉協議会が実施する社会福祉施設職員研修の見直し《継続改善》 
 三重県社会福祉協議会が実施する社会福祉施設職員研修を、人財確保・育成の観点か

ら、見直します。 
 
 
(2)職能団体等が実施する研修の支援《一部新規》 
 各種職能団体等が専門職の資質向上を図るために行う研修を支援します。 
 
 
(3)看護職員に対する研修の充実、ネットワーク構築支援《一部新規》 
 介護現場における医療ニーズの高まりを踏まえ、その中心を担う看護職員の資質向上

を図るため、特別養護老人ホーム等の介護保険施設に勤務する看護職員を対象とした
研修を実施するとともに、研修を通じた看護職員間のネットワーク構築を支援します。 
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(4)介護労働安定センター等との連携強化《継続改善》 
 介護労働安定センター・ハローワークと連携して、県が実施する事業者研修等の場に

おいて、「介護基盤人材確保助成金」等の各種助成金制度の周知・普及を図り、有資
格者や中核的な人材に加え、未経験者も含めた幅広い人財確保対策を進めていきます。 

 
 ハローワーク・福祉人材センター等と協働して、就職説明会、福祉現場説明会等を開

催し、新たな人材や潜在的な人材の掘り起こしを行うとともに、無料職業紹介等の実
施を通じて就労の促進を図っていきます。 

 
 働きやすい職場環境づくりに向けて、介護労働安定センター・三重労働局と連携し、

健康確保、教育訓練など雇用管理の改善のための助成金の周知を図るとともに、労働
関係法令に対する事業者の理解を深めるための取組を進めていきます。 
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（県が講ずる具体的施策） 

 県は、利用者が質の高いサービスを適切に選択できるよう、(1)事業者支援の充実、
(2)介護サービス情報の公表制度・外部評価・第三者評価の推進、(3)苦情・事故報告
への迅速な対応、(4)介護給付適正化事業の推進（①要介護認定の適正化、②ケアマ
ネジメントの適切化、③事業者のサービス提供体制及び介護報酬請求の適正化）、に
取り組みます。 

 
 
(1)事業者支援の充実《新規》 
 新規に指定を受けた事業者に対しては、介護保険制度の概要、変更届出等の手続、事

故発生時の対応、サービス提供に当たっての留意事項等、基本事項の研修を実施しま
す。 

 
 既に指定を受けている事業者に対しては、複雑化した介護保険法の法解釈・各種基準

等の研修を地域別に実施する等、事業所のレベルアップを図っていきます。また、人
員基準等や介護報酬について事業者自身が日常的に自己点検できる資料（「チェック
シート」）を作成・公表し、事業者のサービスの質の確保・向上に努めていきます。 

 
 指定更新時には、更新申請手続等の説明会と併せ、管理者等を対象として人員基準等

の再確認及び法令遵守の徹底を行うこと等を目的とする研修を実施します。 
 
 さらに、新規に指定を受けようとする事業者のために、「指定の手引き」を作成する

とともに、県庁ホームページで公表していきます。 
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(2)介護サービス情報の公表制度・外部評価・第三者評価の推進《継続改善》 
 「介護サービス情報の公表」制度の定着に向け、パンフレットやポスターの作成・配

布、広報誌の活用、各種研修会での周知徹底を図っていきます(図 3-3-21)。 
 
 地域密着型サービスの質の確保と向上を図るため、認知症高齢者グループホーム・小

規模多機能型居宅介護事業所を対象として外部評価を実施し、利用者の選択に役立て
られるよう、評価結果を独立行政法人福祉医療機構のホームページＷＡＭＮＥＴ（ワ
ムネット）で引き続き公表していきます。 

 
 「みえ福祉第三者評価」制度は、自主的に第三者の評価を受けるもので、福祉サービ

スの質の向上と利用者への福祉サービス情報の提供を目的としています。引き続き、
事業者に受審の機会を提供するとともに、評価結果を県庁ホームページで公表してい
きます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-3-21 介護サービス情報の公表制度 
 
 
 

 





 
 

 165 

 介護保険は、保険料や税を財源とする公的社会保障制度であり、事業者には、営利・
非営利を問わず、公益性の高い行動規範の遵守と自覚が求められます。事業者に対し
て適切な指導監査を行うとともに、悪質な事業者には指定の取消し等を含め、厳正に
対処していきます(図 3-3-23)。 

 
 特に、営利法人に対しては、2012(平成 24)年度までに全ての事業者に対して、監査

を実施します。 
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